
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 7 年度

１．事業概要

（１） 事業形態等

（２） 現在の経営状況

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

H29 H30 R1

（３）

【上記の指標等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　自然エネルギーによる発電事業のため、年によって若干収入に変動がありますが、平均して年間約21,000MWhを発電し安定
的な収入を確保しています。
　起債については、平成30年度に償還が完了し、また、毎年利益を計上出来ており、健全な経営状況になっています。

※令和元年度から地方公営企業法の全部を適用しました。（現金主義・単式簿記から発生主義・複式簿記に移行）そのため、
経常収支比率（平成29年度及び平成30年度は収益的収支比率）及び純損益について、平成29年度及び平成30年度には一般
会計繰出金及び基金積立金が支出として計算されている一方、長期前受金及び減価償却費の予算経理がされていないため、
令和元年度の数値と比較できません。

戦略の基本方針

年 間 発 電 電 力 量 20,465 MWh

kWh 当 た り 単 価 20.52円

9箇所

発 電 施 設 数

33,661千円 86,687千円

水力発電 箇所

風力発電 9 箇所

111.6 ％ 157.7%

純 損 益

箇所太陽光発電

ごみ発電 箇所

Ｆ Ｉ Ｔ 適 用 販 売 施 設 数

年 間 電 力 料 収 入 427,116 千円 390,317 千円 419,937 千円

最 大 出 力

北条砂丘風力発電所　電気事業経営戦略

13,500　kw2人職 員 数

団 体 名 ： 鳥取県北栄町

事 業 名 ： 電気事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

法適用（全部適用・一部適
用）・法非適用の区分

法適用（全部適用）

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）

95.8 ％

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率 67.6%

169,995千円

資 金 不 足 比 率 - 　％ - 　％ - 　％

　本戦略では、本事業の収入である電力の固定価格買取制度の期限である令和7年度まで安定的に経営を行うことを基本方
針とします。そのため、本経営戦略は、令和3年度から令和7年度までの5か年間とします。



２．将来の事業環境

（１）

（２） 老朽化対策の見通し

　修繕に要する費用が増加傾向にあり、今後も施設の老朽化に伴う大規模修繕のリスクがあります。
　修繕に要する費用は、令和元年度を基準に年5％の増加に加え、令和2年度から5年度までの4年間で1億円（年2,500万円）の
修繕を見込みます。なお、令和6年度及び令和7年度については費用対効果の見込めない大規模修繕は行わず、故障機は運
転を停止することとし、令和元年度と同額の修繕を見込みます。
　なお、期間中の安定経営を行うために必要な点検等の検討を令和3年度から行います。

　施設の老朽化に伴う運転停止期間の増加が懸念されます。そのため、年間発電量は直近3年間の平均発電量の95％を見込
みます。
　また、令和6年度には1基、令和7年度にはさらに1基の合計2基が故障により運転を停止していることを想定します。
　発電量が減少するものの、令和7年度まで固定価格買取制度による売電単価が保障されているため、計画期間中は収益的
支出を上回る収入が確保できると予測しています。

料金収入の予測
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※修繕費、工事請負費、備品購入費の合計

※平成29年度は国道9号改修に伴う国の補償

工事（約5300万円）を除く
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　①投資についての説明

　②財源についての説明

５．公営企業として実施する必要性

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　再生可能エネルギーに関する国等の状況を確認し、必要に応じて本経営戦略を見直
し、改定を行います。また、大規模修繕等が発生した場合にも実態に応じて見直し、改
定を行います。

　風力という再生可能エネルギーの有効活用として発電事業を行ってきました。
　引き続き、健全な経営に努め、今後、施設の老朽化による大規模修繕のリスクを軽減するための施設の改修を検討するとと
もに、年１億円を目標に着実な積み立てを行い、施設の不測の事態及び除却に備えます。
　また、積み立てた後の利益については、施設の健全な運営に支障のない範囲で、環境施策など住民福祉の向上に資するた
めに一般会計に繰り出すこととします。

　施設の不測の事態及び除却のため、年１億円を目標に基金を積み立てます。

　主な施設の減価償却期間である18年目（令和5年度）までは損益勘定留保資金が年9,000万円以上となり、それ以降は減価
償却額が減少することにより、純利益の割合が増加します。
　投資の財源は、損益勘定留保資金と利益剰余金処分額で賄います。

　北栄町では、再生可能エネルギーである風力を利用して発電事業を行っています。
　電気事業は民間代替性が高い事業ではありますが、北栄町の風況で民間の課税事業者が納税しながら利益を得ることは困難
なため、町が公営事業として風力発電事業を行い、地球温暖化対策に取り組んでいます。
　また、利益の一部を環境施策など住民福祉の向上に資するために一般会計に繰り出ししており、直接的に地域に利益を還元し
ています。

投資・財政計画（収支計画） ： 別紙のとおり
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補てん財源の見込

※毎年度1億円の基金積立をし、

一般会計へ繰り出ししなかった場合



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 419,937 391,864 380,690 377,633 364,226 315,977 270,269
(1) 419,937 391,864 380,690 377,633 364,226 315,977 270,269
(2) (B)
(3)

２． 45,762 36,092 36,092 36,092 36,092 15,232 15,232
(1)

(2) 34,092 34,092 34,092 34,092 34,092 13,232 13,232
(3) 11,670 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

(C) 465,699 427,956 416,782 413,725 400,318 331,209 285,501
１． 295,236 328,597 337,376 346,594 356,273 238,139 242,753
(1) 9,647 10,129 10,636 11,168 11,726 12,312 12,928

5,375 5,644 5,926 6,222 6,533 6,860 7,203

4,272 4,486 4,710 4,945 5,193 5,452 5,725
(2) 157,573 190,452 198,724 207,410 216,531 174,886 178,884

94,910 124,656 129,638 134,870 140,364 94,910 94,910

62,663 65,796 69,086 72,540 76,167 79,976 83,974
(3) 128,016 128,016 128,016 128,016 128,016 50,941 50,941

２．
(1)

(2)
(D) 295,236 328,597 337,376 346,594 356,273 238,139 242,753
(E) 170,463 99,359 79,406 67,131 44,045 93,070 42,748
(F)
(G) 468
(H) △ 468

169,995 99,359 79,406 67,131 44,045 93,070 42,748
(I) 76,318 99,359 79,406 67,131 44,045 93,070
(J) 282,066 337,447 410,777 471,832 509,801 540,580 521,037

(K) 57,307 58,150 58,150 58,150 58,150 58,150 58,150

56,365 56,365 56,365 56,365 56,365 56,365 56,365
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 419,937 391,864 380,690 377,633 364,226 315,977 270,269

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

収

益

的

収

入

特 別 損 失

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

収

益

的

収

支

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益

収

益

的

支

出

営 業 費 用

動 力 費
修 繕 費

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計
そ の 他

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費

令和2年度 令和7年度令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和元年度
（決　算）

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A)

(B)

(C)

１． 4,945 37,902

9,852

２．

３．

４． 50,000

５． 105,346 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

(D) 160,291 137,902 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

(E) 160,291 137,902 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

１． 35,965 61,584 641 20,594 32,869 55,955 6,930

２． 93,677 76,318 99,359 79,406 67,131 44,045 93,070

３．

４． 30,649

(F) 160,291 137,902 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度令和2年度
令和元年度

（決算）

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

資

本

的

収

入

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

令和7年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

令和元年度
（決算）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度


